
ワークショップ講師派遣及び台湾出展支援業務 

に係る企画提案募集要領 

 
 

この要領は、地方独立行政法人青森県産業技術センター（以下「センター」とい

う。）が、ワークショップ講師派遣及び台湾出展支援業務を委託するにあたり、企画提

案を広く募集し、総合的な審査により受託者を選定するために必要な事項を定める。 

 

１ 業務名 

ワークショップ講師派遣及び台湾出展支援業務 

  

２ 目的 

県内製造事業者の台湾向け商品のデザイン改良を推進するため、オンラインによ

るワークショップを実施するとともに、台湾で展示会を開催し、台湾で真に売れる

青森県産ものづくり製品の開発を目的とする。 

 

３ 業務の概要 

  ワークショップ講師派遣及び台湾出展支援業務 

 

※詳細は、別添「ワークショップ講師派遣及び台湾出展支援業務に係る企画提案仕様

書」のとおり 

 

４ 委託期間 

契約締結日から令和４年１月３１日（月）までとする。 

 

５ 予算額（上限額） 

１，２００千円（消費税及び地方消費税額相当額を含む。）を上限とする。 

実際の契約額は、企画提案内容等に基づき決定する。 

 

６ 応募資格 

応募する時点で次の要件を全て満たすこと。 

（１） 同様の事業を企画・実施した実績を有する等、本業務について、充分な業務遂

行能力があること。 

（２） 日本国内に営業拠点があり、日本語での契約及び日本円での支払いが可能であ

ること。 

（３） センターや台湾現地との業務連絡・調整をリモートで実施できること。 

（４） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定す

る者でないこと。 

（５） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項各号のい

ずれかに該当する者でその事実があった後２年を経過していない者（その者を

代理人、支配人その他の使用人として使用する者を含む。）でないこと。 

（６） 県発注の契約に係る指名停止処分を受けていない者であること。 

（７） 会社更生法又は民事再生法等による手続きを行っている者でないこと。 

（８） 宗教活動若しくは政治活動を主たる目的とする団体、特定の公職者（候補者を



含む）や政党などを推薦、支持又は反対する目的の団体、暴力団若しくは暴力

団員の統制の下にある団体や個人でないこと。 

 

７ 募集期間及び応募方法 

（１）募集期間 

令和３年９月２４日（金）～令和３年１０月１４日（木）１７時必着 

（２）応募方法 

下記の書類を、「12 問い合わせ・応募窓口」あてに電子メール又は郵送するこ

と。 

なお、ＦＡＸや持参での応募は受け付けないこととする。 

（３）提出書類 

①企画提案書（様式１） 

②企画提案内容（様式任意） 

 仕様書の委託業務内容に沿った提案内容とすること。 

③経費積算書（様式２） 

「５ 予算額（上限額）」１，２００千円以内の金額で見積もり、積算内訳（単

価、数量）がわかるように作成すること。 

④その他企画提案を説明するために必要な書類 

⑤企画提案者の概要がわかるもの（会社案内等） 

⑥会社については商業登記簿謄本の写し、個人事業主については個人事業の開業届 

の控えの写し、各種法人や各種組合については登記簿の写し、任意団体について 

は団体規約の写しまたはこれらの事項を証明するものの写し 

⑦貸借対照表及び損益計算書（直近１事業年度分）の写し 

（４）提出部数 

郵送の場合 ４部（正本１部、副本３部）、電子メールの場合 データ一式 

（５）留意事項 

①企画提案は一法人につき１提案とすること。 

②応募に要する経費は、全て応募者の負担とすること。 

③提出された企画提案書は返却しないこと。 

④提出された書類に虚偽又は不正があった場合は失格とすること。 

⑤提出された書類の内容を変更することはできないこと。 

⑥必要により提出された応募書類の内容について、関係機関に照会する場合がある

こと。 

⑦提出された書類は、原則としてセンターに対する情報公開の対象文書となるこ 

と。 

⑧提出後に辞退する場合は、辞退届（様式任意・Ａ４サイズ）を募集期間内に提出

すること。 

 

８ 事業実施候補者の選定 

（１）審査方法 

提出された企画提案書等により書面審査を実施し、もっとも優れた企画提案を行

った者を委託先候補者とする。なお、審査に当たり、企画提案書等の内容につい

て、補足説明を求める場合がある。 

（２）選考基準 

①事業遂行能力 



②企画提案の事業内容 

③経費の妥当性 

  

９ 選考結果の通知と委託契約の締結 

（１）選考結果の通知 

選考結果は、採否を問わず、全ての提案者に対して文書により通知する。 

なお、審査結果についての異議申し立ては受け付けない。 

（２）委託契約の締結 

①委託契約の締結に当たっては、企画提案書等の内容をもとに、委託先候補者と業

務履行に必要な具体的な協議を行い、改めて見積書を徴取し、その内容を精査し

たうえで随意契約により委託契約を締結する。 

②センターは、採用された企画提案書を原案とし、委託先候補者と協議の上、その

一部を変更することができる。 

③地方自治法や地方独立行政法人青森県産業技術センター会計規程をはじめとする

諸規程に基づき、委託契約を締結する。 

④本業務により制作された資料等に係る著作権、所有権等は、委託事業の完了検査

合格後に受託者からセンターに移転するとともに、委託事業の成果等はセンター

に帰属する。 

 

10 その他留意事項 

（１）本委託業務の実施に当たっては、委託契約書及び仕様書に従うとともに、関係 

法令を遵守すること。 

（２）事業の受託により得られた情報等については、委託業務終了後においても守秘 

義務があるので、留意すること。 

（３）受託者は、本委託業務を履行する上で個人情報を取り扱う場合には、地方独立行 

政法人青森県産業技術センターが取り扱う個人情報の保護に関する規程（平成２１ 

年規程第６号）等を遵守すること。 

（４）受託者は、事業の実施状況について、センターから求められた場合はセンターへ

報告すること。 

（５）その他、契約書及び仕様書に定めのない事項や細部の業務内容については、セン 

ターと協議して決定するものとすること。 

（６）受注者は、本業務の全部を委託し、又は請け負わせてはならないこと。ただし、 

部分的な業務について、あらかじめ書面により発注者の承認を得たときは可能とす

ること。 

（７）委託費による財産の取得は認められないこと。 

 

11 スケジュール（予定） 

（１）企画提案書提出期限  令和３年１０月１４日 １７時必着 

（２）書面審査、審査結果の通知   １０月１８日の週 

（３）契約締結           １０月下旬 

（４）ワークショップ開催      １１月下旬 

（５）展示会開催           １月上中旬 

（５）業務完了            １月３１日 

（６）支払い             ３月３１日（完了検査、請求書受理後） 

 



12 問い合わせ・応募窓口 

地方独立行政法人青森県産業技術センター弘前工業研究所 デザイン推進室 

住 所：〒０３６－８１０４ 弘前市扇町一丁目１－８ 

電 話：０１７２－５５－６７４０ 

ＦＡＸ：０１７２－５５－６７４５ 

E-mail：kou_hirosaki@aomori-itc.or.jp 


